
改正法の概要（マイナンバーカードと在留カードの一体化）

現状・課題

✔ ３月を超えて在留する外国人（原則）
・在留カードが交付され、常時携帯義務あり。
・住民登録され、マイナンバーカードも発行可能。

✔ 今後、マイナンバーカードの機能拡充が図られる予定。

✔ 在留カードに関する手続は地方入管、
マイナンバーカードに関する手続は市町村の窓口となっており
在留期間の更新などがあった場合に、それぞれの手続場所へ
赴く必要あり。

在 留
カード

在留カード番号AB12345678CD

出入国在留管理庁長官
出入国在
留管理庁
長官之印

●臓器提供意思【１脳死後及び心停止した死後／２心停止した死後のみ／３提供せず】《１・２で
提供したくない臓器があれば×》【心臓・肺・肝臓・腎臓・小腸・眼球】

〔特記欄:〕 署名年月日 年 月 日 署名ああああああああ

就労不可就労制限
の有無

２０２３年 ７月 １日

資格外活
動許可欄 許可 （ 週28時間以内・風俗営業不可 ）

在留期間
満了日

米国国籍・
地域

在留資格 留学

氏名

住所・
住居地

ＴＵＲＮＥＲ ＥＬＩＺＡＢＥＴＨ

2023年 7月 1日まで有効1985年12月31日生

東京都千代田区霞が関１丁目１番１号霞が関ハイツ
２０２号

現行在留カード 現行マイナンバーカード

入管法

〇 外国人の利便性を向上させることにより、共生社会の実現を目指す。
〇 義務ではなく、一体化しないことも可能。

〇 地方入管における在留手続（在留期間更新など）又は市町村窓口における住居
地届出と同時にワンストップで特定在留カードの申請をし、交付を受けることを
可能に。
※特別永住者が特別永住者証明書とマイナンバーカードを一体化した場合は、手続場所は引き続き市町村

の窓口

〇 在留カードの記載事項のうち、即時視認の必要が高い項目を券面に記載。
※その他はICチップに記録

〇 永住者の在留カードの有効期間をマイナンバーカードなどと同様に変更。

１．マイナンバーカードと在留カードを一体化（任意）

２．一体化したカード（特定在留カード）の交付申請・交付手続

３．券面・有効期間

４．電磁的記録の取扱いに関する規定を整備

特定在留カード（券面イメージ）


